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日本の地方自治体における地域産業政策としての
オープン・イノベーション
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戦後、日本は産業振興のため、地域の均衡発展を目

的とした第一次から四次にわたる全国総合開発計画

(ー全総から回全総)や通産省(現、経済産業省)が

中心となり産業政策を展開してきた。これらは、朝鮮

戦争の特需やこの間の急速な人口増加などの社会的背

景も重なり一定の成功を収めた。

しかしながら、現在の社会経済情勢下では、少子高

齢化の進展や人口減少、経済成長率の鈍化など当時と

は状況が大きく異なるために、従来の地域の均衡発展

や国主導の産業政策では持続可能な経済発展は目指せ

ない。産業政策も地方自治体が悶の制度を活用しつつ、

自らが主体となり実施するという地域産業政策が生ま

れ、地方自治体が立案し、遂行する地域産業政策の役

割が重要性を増している。

清成は、地域産業政策の必要性は4つあるとし、

「地域不均衡の増大J、「産業構造の転換期J、「内需主
導経済への移行J、「国及び地方自治体の財政力の低
下Jを挙げている(消成 1986pp. 5-6)。人口減少と
平均所得の伸び悩みが続く日本の現状や今後を考える

時、清成の指摘は正鵠を得たものといえる。現在、地

域産業振興のために多くの政策が実施されており、

2017年の「まち・ひと・しごと創生総合戦略」でも、

多くの地方自治体が、地域の人口減少と地域経済の縮

小を克服するために、雇用の創出を推進しようとして

いる。

こうした状況下で近年、地域産業政策としてオープ

ン・イノベーションの推進を掲げる地方自治体が増え

ている。オープン・イノベーションとは、ヘンリー・

チェスプロウが提唱した概念で「企業の内部と外部の

徳珍昌輝

アイデアを有機的に結合させ、価値を創造することJ
と定義されている (chesbrough2004 p. 8)。それで

は、日本の地方自治体が地域産業政策としてオープ

ン・イノベーションを実施する背景と理由はどこにあ

るのか。

この問題に対する研究はこれまでほとんど行われて

いないが、川崎市の地域産業政策としてのオープン・

イノベーションについては宮本の研究がある。ただ、

宮本は、川崎市が実施している政策が企業のオープ

ン・イノベーションを促進するのに貢献したことを回

帰分析によって明らかにしたが、地域産業政策として

オープン・イノベーションを使用する意義に言・及して

いる訳ではない(宮本 2017pp. 163-182)。

本稿では、 Iでまず、研究の目的と意義を述べるo

Eでは、日本で実施されてきた地域開発政策と産業政

策の変遷を整理し、地域産業政策の重要性を明らかに

する。皿では、オープン・イノベーションと日本国内

企業の現状を確認する。 Nは、実際に地域産業政策と
してオープン・イノベーションを実施している自治体

の取組内容を紹介し、その類型化を行った後に、大阪

市と福岡市で実施したヒアリング調査で明らかになっ

たことを整理する。そしてVで、日本の地方自治体に

おける地域産業政策としてのオープン・イノベーショ

ンの意義についてまとめることとする。

I 研究の目的と意義

産業構造の変化や地方財政の硬直化など社会・経済

的背景の変化によって地域産業政策の重要性が増して

いる。

清成は、地域産業政策は「地域レベルでの産業政

策」であると定義づけた(清成 1986p. 1)。

植田らは、近年増加している地域産業政策は1990年

代から2000年代の日本における産業構造、社会構造の

変化に対するものであるとし、定義として、「地方自

治体が行う、特定の地理的範聞の産業や企業を対象に

した振興、保護、育成、産業調整政策などを指すJと
述べている(植田、立見 2009p.27)。

近年、全国の地方自治体が地域産業振興のために

オープン・イノベーションを掲げた施策、事業を実施

し始めているが、その内容は自治体によってまちまち
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である。使用され始めて、まだあまり時間が経過して

いないこともあり、地方自治体が地域産業政策として

進めるオープン・イノベーションに関しては、これま

で包括的に研究されたことがない。

先行研究として宮本が、川崎市が実施したオープ

ン・イノベーションに関する取り組みとして、大企業

の休眠特許を中小企業に移転し、中小企業の新製品開

発や新事業創出を進めることを目的にした「知財交流

会J、中小企業と大学との産学連携を推進するための
「試作開発促進プロジェクトJ、スタートアップ支援で
ある「かわさき起業オーデイション」の3つの事業を

取り上げ、これらの事業が川崎市内の企業のオープ

ン・イノベーションに貢献したことを回帰分析より明

らかにしている(宮本 2017pp. 163-182)。しかしな

がら、この研究は、 3つの事業を中小企業のオープ

ン・イノベーションという観点から分析したもので、

地方自治体のオープン・イノベーションについて包括

的な考察を加えたものではない。

近年地方自治体がオープン・イノベーションを地域

産業政策に掲げている事例が多く見られ始めているが、

オープン・イノベーションとして実施されている具体

的な事業の事例から、その政策を実施した背景を探り、

地域産業政策としてのオープン・イノベーションの内

容や目的について考察を加えた研究はなく、ここに本

研究の意義がある。

E 日本の地域開発政策の変遷と

地域産業政策の重要性

1 地域開発政策と地域産業政策

戦後の日本においては、第一次から四次までの全国

総合開発計画に沿って地域の均衡ある発展を目指す国

主導の地域開発が進められてきた。まず、 1962年の第

一次全国総合開発計蘭(ー全総)では、計画の目的と

して地域間格差是正に焦点が置かれ、東京や大阪を中

心とする「集積の利益」が「密集の弊害」と「過疎地

域の発展の遅れJをもたらしている現状を変革するた
めに地域の均衡発展を目指した。

1969年の新全国総合開発計画(第二次全国総合開発

計画、新全総)は、ー全総でも指摘された過密過疎現

象が深刻化しているとしたうえで、地域ごとの開発計

画の項目を設けており、中央主導による格差是正を濃

厚に引継いでいる。

1977年の第三次全国総合開発計画(三全総)は、均

衡ある発展という点ではこれまでの計画を引継いでい

るが、公害問題やオイルショックを踏まえ、経済発展

だけでなく環境問題に言及している箇所も見受けられ

るo これは、二全総が「環境・福祉・住民運動と対立

して挫折に追い込まれたという、新全総のはらむ政治

的・社会的矛盾Jが背景にある(中村 1980pp. 23)。

最後の全国総合開発計画となった、 1987年の第四次

全国総合開発計画(四全総)は、東京一極集中の是正

が強く打ち出されているが、中心事業の一つであるリ

ゾート法は、リゾート地域を国が指定し整備するとい

う手法であり、地域の視点に立った地域開発政策では

ないことが分かる。

バブル崩壊後の1998年に採択された21世紀のグラン

ドデザインでは、中央集権的な地域開発政策の限界が

述べられ、初めて地域の重要性が計画に反映されてい

る。

ペテイクラークの法則の通り、産業構造は、 1次産

業から3次産業主体へと変貌している。特に日本が高

度経済成長期であった時代に経済を牽引した2次産業

下では画一的な製品を早く安く作ることが最良であり、

その観点から見れば、地域を画一的に捉え、均衡発展

させることは合理性を有していた。

しかしながら、産業構造が変化し、異質なものとの

関わりによるイノベーションが重要な今日では、国主

導で画一的な政策を打つよりも地域が地域内資源を活

用し地域独自のものを打ち出す必要に迫られている。

白須は、 n980年代から1990年代にかけて、国の政

策も地域産業の援興のために地方自治体の果たす役割

を重要視するようになり、地域産業政策に注目が集ま

り始めた」ことに言及し、地方自治体の地域産業政策

も「経営支援、金融対策、技術相談・指導を柱にした

伝統的な中小企業支援策から、国の制度活用も含め、

長期的な視点に立ち、独自の産業ビジョンを策定しな

ければならない局面を迎えているJことを指摘してい
る(白須 2017p.7)。

つまり、地方自治体の側から考察すると財政事情が

厳しい中で、人口の低下や地域の疲弊など地域の弱体

化が大きく進行しているという背景も重なり、地域の

振興、活性化のために、地域産業政策を行う重要性が

増しているといえるのである。

2 地域産業政策の先行研究

地方自治体の地域産業政策の先行研究は、地域産業

政策の定義やその政策の重要性を指摘したものと、個

別自治体の地域産業政策を分析したものとに大別され

る。

河藤は、かつての日本の産業政策と地域政策を整理

したうえで、地域産業政策は「既存の産業資源を有効

活用し、地域の優位性や個性を活かして地域経済の新

たな発展を促進するJことが期待されていると主張し
た(河藤 2014pp. 21-39)。
本多は、大阪市の地域産業政策に焦点を絞り、 10年

単位で重要な政策対象がどのように変化したのかを分

析し、一般的な自治体の地域産業政策の課題として、

新産業創出や経済成長、中小企業政策の成果をどのよ

うに捉えるのか考えなければならないことを提唱して
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いる(本多 2012app. 16ト170)。

こうした中で、宮本は、川崎市の中小企業のオープ

ン・イノベーションを促進するために実施した政策が

企業のオープン・イノベーションを推進することに対

して有効であったことを回帰分析によって明らかにし

た(宮本 2017pp. 163-182)。

このように従来の地域産業政策にはなかったオープ

ン・イノベーションという言葉が地域産業政策の分野

に登場し始めてきた。そこで地域産業政策としての

オープン・イノベーションとは何かを理解するために、

まずオープン・イノベーションについて考察を加える。

皿 オープン・イノベーションと日本の現状

1 オープン・イノベーションとは

オープン・イノベーションとは「企業の内部と外部

のアイデアを有機的に結合させ、価値を創造するこ

と」とへンリー・チェスプロウは定義づけた (ches-

brough 2004 p. 8) 0 1つの企業内部で新製品などを

開発することをクローズド・イノベーションと言う。

今まではクローズド・イノベーションが主流であった。

しかしながら、雇用の流動性の高まり、ベンチャー

キャピタルの台頭、大学や大学院に入学する人数が増

加し、知識水準が向上したことなどにより、クローズ

ド・イノベーションでは市場の変化に対応できなく

なっている (chesbrough2004 p. 7)。その中で 1つ

の企業が他企業や大学などと述携して新しい製品など

を生み出すオープン・イノベーションの考え方が誕生

した。

チェスプロウが挙げたオープン・イノベーションが

広まった背景は、雇用の流動性の高まり、ベンチャー

キャピタルの台頭、大学や大学院に入学する人数の増

加による知識水準の向上である。

これらは、アメリカの経営を前提とした議論である

が、著者がこのように述べた理由を日本の事情とも比

較して検討してみたい。

最初に、雇用の流動性を確認する口アメリカと日本

を比較してどのような差異があるのであろうか。失業

期間の長さは、アメリカで6か月以内が59%、6か月

以上1年未満が12%、1年以上が29%であることに対

して日本は、 6か月以内が45%、6か月以上1年未満

が16%、l年以上が38%となっている(株式会社

NTTデータ経営研究所 2014p.43)。アメリカの失

業率はリーマンショック以降徐々に低下しているもの

の8%前後で推移し、一方日本では4-5%で推移し

ていることから失業率はアメリカの方が高い。しかし

ながら、失業期間が短く日本よりも再就職しやすい状

況にある。

次にベンチャーキャピタルの投資額の推移を日本と

アメリカで比較する。 2016年の「ベンチャ一白書:

2016Jで2011年から2015年の推移を確認すると、アメ

リカは4050件で投資額3兆6191億円から4380件、 7兆

1475億円に増加していが、日本は1017件、 1240億円か

ら1162件、 1302億円とアメリカと比較して金額ベース

で捉えると、 2%にも満たない水準である(一般社間

法人ベンチャーエンタープライズセンター 2016pp. 

1 -4)。

最後の知識水準の向上については、アメリカと日本

の大学入学者の比較では制度や入試方法が異なるため

これらを単純に比較して両国の知識水準に言及するの

は客観性を欠いている。そこで、日本の大学進学率の

変遷を確認し、日本の過去と現在での比較を試みる。

日本の大学進学率は、 1950年代は10%前後であったが、

1970年代には、 30%後半に入り、 2009年に50%を超え

て以降、 2010年から2016年まで54%前後で推移してい

る(文部科学省 2016p.4)。大学院進学率は、 2010年

の13.4%から2013年の11.3%と減少しているが、長期

的に見れば進学率は上昇している(文部科学省 2013)。

このように高等教育を受ける人が増加しているため、

知識水準は相対的に向上していると考えられる。

以上のように、アメリカでオープン・イノベーショ

ンが広まった背景として列挙されていた理由は日本で

は必ずしも当てはまらない。

チェスプロウの指摘と一致している項目は、大学進

学率の向上による相対的な知的水準の向上である。

一方、ものづくり分野に目を向けると、日本的企業

は、「製品を構成する部品やその他の諸要素に工夫を

凝らし、きめ細かな相互調整によって、改良的製品を

生産する『摺り合わせ型JものづくりJを強みとして
いる(中村 2008p. 96)。

それに対して、アメリカ的企業は、「創造的な研究

開発力を発揮して、独創的な製品」を開発し、「モ

ジュール化して汎用部品の単純な組み合わせによって

製品を生産する『組み合わせ型jものづくりを得意J

としている(中村 2008p.96)。

このように、チェスプロウが主張したオープン・イ

ノベーションが一般的になっている背景以外にも企業

の製品開発システムが異なるため、アメリカのオープ

ン・イノベーションをそのまま日本に導入し、推進さ

せることは難しいと考えられる。

しかしながら、一部の日本国内企業にとどまらず、

日本の地方自治体の地域産業政策としてもオープン・

イノベーションカf広まっている。このことから、アメ

リカとは異なる日本独自の理由によってオープン・イ

ノベーションの導入が進められているということが考

えられる。

2 日本圏内の現状

戦後の日本企業は劇的な技術革新がない中で技術を

斬進的に改良して売り上げを伸ばしてきた。もちろん
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個々の企業の経営戦略と技術力が成し遂げた側面もあ

るが、経済大国と呼ばれるような発展を成し遂げた要

因は1億人を超える人口が中流階級になり消費額が向

上したことと、朝鮮戦争やベトナム戦争など海外特需

の影響があったことは否定できない。その後、バブル

崩壊やグローバル化の進展の中で、人口が減少し、平

均所得の低下している日本が同様の方法で成功を収め

るのは難しい。

大企業では、財務状態が厳しくなったことを理由に

実施したコストカットのためのリストラや事業売却に

より、企業が縮小し瓦解する数々の事例が見られる。

コストカットによる緊縮経営の追求には限界があり、

重要なことは、新たな市場を開拓し、他社よりも早く

より良い製品を送り込む必要性である。

また、大企業の特徴は、規模の経済を利用した利潤

獲得と官僚組織にある。この組織構造により、ラデイ

カル・イノベーションには弱く、大企業からイノベー

ションは生まれにくい。加えて自社のグループ企業内

で製品開発を行う、垂直統合システムを引きずってい

る。

一方、中小企業では、研究開発力が大企業と比較し

て弱く、市場の変化に自社だけで対応するのは難しい。

そのためには、資金調達が重要だが、大企業から調達

した場合、グループ企業に取り込まれて独立を失うリ

スクを負う可能性がある。

また昨今、日本における開業率の低さが指摘されて

いる。日本では一般的にベンチャーキャピタルが少数

であると言われており、 2011年から20日年の投資金額

と件数を欧州、中国、アメリカと比較すると日本は双

方で最下位である(一般財団法人ベンチャーエンター

プライズセンター 2016pp. 1 -4)。中小企業もスター

トアップ企業も、新結合による技術革新や販路拡大が

重要な現代において、その資金を調達することが企業

の存続に肝要であるにもかかわらず、スタートアップ

時にベンチャーキャピタルから資金を調達することは

極めて難しい。

価格競争になると固定費である人件費が相対的に安

い地域が勝利しやすいが、この点で日本は人件費が安

いとは言えず、コモデイティ戦略を採用しでも勝算は

薄い。また、固定費や人件費を考慮せず価格を下げた

場合、短期間で経営破綻を招くことになる。

そこで近年日本の、大企業の組織構造からイノベー

ションに弱いという課題を克服し、競争力を保つため

に、独自の技術やアイデイアのある中小企業やスター

トアップ企業を買収している。この様な社会的背崇が

アメリカで誕生した概念であるオープン・イノベー

ションを日本でも導入している企業が増加している要

因であると考えられる。

ただ、オープン・イノベーションはアメリカと比較

して日本では広まっているとは言い難い。先行研究で

は2017年に日本企業とアメリカ企業に対してアンケー

ト調査を実施、その結果、オープン・イノベーション

を実施したことがあるアメリカ企業は78%、日本企業

は47%であった(米山、渡辺、山内、真鍋、岩田

2017 pp. 35-52)。これらの定量調査からも日本囲内の

企業にオープン・イノベーションが広まっているとは

言い難い。

3 オープン・イノベーションの先行研究

オープン・イノベーションの概念に包括的な研究を

行った真鍋らは、オープン・イノベーションを3つに

類型化した(真鍋、安本 2010pp. 8-35)。第一に、イ

ンバウンド型オープン・イノベーションは、「社外の

技術や知識を社内に取り込み、自社の技術や知識と結

びつけて技術・製品開発を行い、イノベーションJを
実現するものであり、具体的には、ベンチャー企業へ

の投資による知識獲得、知財の購入、企業買収などが

挙げられる。つまり、製品開発などの時に、自社だけ

の技術でなく、外部から技術や知識を社内に取り込み

新製品開発を実施することである。

第二に、アウトバウンド型オープン・イノベーショ

ンは、「自社の技術や知識をリソースとして提供する

ことで、外部のプレーヤーならびに自社の技術・製品

開発や問題解決が促されて、イノベーションが生じる

ことを期待する」ものであり、知財の販売、知財のラ

イセシング、スピンオフなどが挙げられる。つまり、

企業が他の企業に知財や技術を提供することで他金業

のイノベーションを促進させるもので、この見返りと

して金銭などを獲得する。

第三に、カップルド型オープン・イノベーションは、

協力関係にある金業同士がイノベーションを促進する

ために協調することである。つまり、競合他社でなく、

協力関係にある企業同士がアウトバウンド型やインバ

ウンド型のオープン・イノベーションを用いてイノ

ベーションを促進させることである。

日本の先行研究は企業規模によって分類できるo大

企業を対象にした研究には、津田らなどがある。 津田

らは、本社の経営方針と研究所の研究開発プロセスと

パフォーマンスを確認した結果、基礎研究では本社の

オープン・イノベーション政策が有効であることを明

らかにした(津田、中村、湯川 2010pp. 55-67)。

一方、井上によると一般的にオープン・イノベー

ションは大企業を対象とした戦略であると言われてい

るが、中小企業も可能であるとし、事例研究からオー

プン・イノベーションにより新技術・新製品開発が可

能となったポイントはカップルド型オープン・イノ

ベーションにあることを明らかにした(井上 2014

pp.33-42)。
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N 地域産業政策としてオープン・

イノベーションを実施している自治体

1 地方自治体の取組内容

本章では、実際に地域産業政策としてオープン・イ

ノベーションを実施している地方自治体の取組につい

て、背景、定義、目的、具体的な事業内容の4点に焦

点を当て記載する。

自治体の選定については各自治体の政策方針や総合

計画等の中からオープン・イノベーションと謡われて

いるものを選び出し、その中から継続的な政策を実施

していない自治体と2017年9月までに政策が終了して

いる自治体を除外した。その結果、選び出すことがで

きた12の自治体について、その内容をまとめていく。

(1) 大分県

大分県のオープン・イノベーションには、人口減少

と高齢化率や未婚率の上昇という県内の事情、加えて

近年世界的に注目されているドイツの iindustrie

4.0Jをはじめとする第4次産業革命への対応という

社会的背景があるo また、このような状況下で、県内

中小企業やスタートアップ企業には人材の確保などの

課題が顕在化している。

これらの地域課題解決と社会情勢の変化への対応の

ため IOT分野に限定した新ビジネス、プロジェクト

の創出を目指している。特に、第4次産業革命といわ

れている、 IOTを用いた製造業の効率化や革新など

を目指すために、既存のものづくり産業の集積を生か

しつつ新ビジネスやプロジーェクトを創出したいと考え

ている。

そのために、まず、 IOT分野で必須となる ITの

知識や技術を身につけさせるために2012年から継続し

て講習会を開催している。次に、これらの諜題に対し

オープン・イノベーションで解決を目指したが、県内

企業や県内のリソースだけではオープン・イノベー

ションの実施は困難であると判断し、県外のリソース

を活用するために2つのアプローチを採用した。

第一に、日本土地建物株式会社が迎?きする SENQI)

と協力関係を結んだことである。 SENQは東京に 3

つの拠点を持ち、それぞれの拠点によって利用してい

る層が異なるため、他拠点とのコラポで異業種のマッ

チングが可能となる。

第二に、企業誘致である。第一の取り組みのように

県外の力を活用するだけではなく、県内中小企業の連

携先や取引先を噌加させるために企業誘致を推進して

いる。また、これまでの産業集積である自動車関連産

業だけではなく、他産業の誘致にも努めている。

(2) 大阪府

大阪府は東大阪市や八尾市に代表されるように、独

自の高い技術力を持った多くの中小企業が集積してい

る。近年のグローパル化の進展に伴い、民間企業の

オープン・イノベーションが徐々に広まりを見せてき

たが、オープン・イノベーションを活発にするために

は、マッチング、知識や技術の移転が容易であること

が重要である。マッチングでは、中小企業はネット

ワークが大企業と比較して脆弱であることが指摘され

ている。また、中小企業やスタートアップ企業は自社

の事業に合う人材を確保することや入社後育成するこ

とは難しい。この課題解決のために大阪府は大きく分

けて 3つの取り組みを実施している。

第一に、「オープン・イノベーションフォーラム」

である。これは大阪に海外の企業を招聴し、府内の中

小、中堅企業が直接取引開始のための提案を行う事業

であるo これを、府内中小企業の販路拡大に向けた海

外展開のきっかけにする狙いがある。

第二に、「オープン・イノベーション推進事業jで

ある。これは、大阪府が府内で10年以内に起業した企

業を公募で認定し、府内の失業者に対して 1年間

OJTを実施することで、企業と失業者をマッチング

させることを目的にしている。これによって、自社内

での人材の育成方法が認識できることと、自社でト

レーニングを実施した人々がどのような会社に適して

いるのかを考え、マッチングさせることで、人材に対

する目利きが養われる。

第三に、知的財産の取り組みである。技術や知識の

移転のためには、知的財産の取り組みが重要である。

しかしながら、中小企業はそれに対する関心が低い企

業や知的財産部門に人員やコストを割く余力のない企

業も存在する。また、大企業と比較して研究開発に投

入できる人員や資金が乏しいため研究開発力が弱く、

模倣されると企業の存亡に関わる場合もある。そこで

府は、そのような中小企業のために「大阪府知的財産

戦略指針」を定めた。これは、府内中小企業のために

府がどのように知的財産のサポートを行うのか定めた

ものである。この指針を元に知的財産に関する支援や

その創出のサポート、知財の保護に関する施策を実行

している。

(3) 大阪府大阪市

大阪市のオープン・イノベーションには、東京に本

社機能が流出し、経済基盤が弱体化していることや近

年の産業構造の変化、グローパル化の進展や企業同士

のオープン・イノベーションが促進されていることが

背景-にある。それに加えて、大阪駅前にある使用され

なくなった JRの貨物駅の空き地をどのような目的で
再開発を行うのかということがあるo

こうした課題を克服するために市は、「エコシステ
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ム」の構築を目指した。大阪市の「エコシステムjは、

スタートアップ企業を効率的に創出、育成するために、

既に成功を収めている起業家やベンチャーキャピタル、

大学などと連携し、最終的に M&Aや IPOを行うこ

とを目的としている。これにはスタートアップ企業が

非上場のまま独立して成功を収めるのではなく、ス

タートアップ企業の育成に向けて大企業を活用する視

点があることが理解できる。

こうした考えに沿って2つの取り組みを実施してい

る。第一に、 OsakaInnovation Hub (OIH)を設立

し、そこで起業家支援を行うことである。このため先

ほど述べた]R貨物駅跡地に、商業施設としてグラン

フロント大阪を建設し、その一角にナレッジキャピタ

ルを開設している。この場所では、エコシステム実現

のために起業家をサポートするイベントやマッチング

を実施することで、起業家を育成する狙いがあるo

第二に、「大阪市イノベーション拠点立地促進助成j

である。これは、オープン・イノベーションに取り組

む企業やスタートアップ支援を行うための設備投資を

行う事業者に助成金を交付する制度である。この助成

制度は、エコシステム形成時に重要な主体だが、 OIH

で直接支援できていないスタートアップ企業以外の企

業をカバーするために実施している。

大阪駅前再開発の計画書である「うめきたにおける

グローパルイノベーション創出支援の基本方針Jによ
ると、オープン・イノベーションは「既存の固定化し

た組織や人材等の経営資源を開放し、組織、国籍を超

えて、広く世界中からパートナーを探し、最適な組み

合わせを実現するJと位置づけられている(大阪市
2013a p.2)。

(4) 神奈川県

神奈川県は、太平洋に面しており、近い将来に巨大

地震やその津波による被害や富士山噴火など大規模な

自然災害を予想している。また、県の高齢化率は、

2010年で20.2%だったが、 2050年には36.4%に達する

見込みで、全都道府県の中で65歳以上人口の増加率が

最も高い(神奈川県 2016a)。このため、災害時の対

応や介護サービスの提供や生活支援などをどのように

進めていくのかを早急に検討しなければならない。一

方、他自治体と同様に、社会経済的背景の変化により、

中小企業を取り巻く環境は依然として厳しい。

これらの自然災害の減災と高齢化社会に対応するた

めに、高齢化に伴う介護サービスの提供や生活支援、

災害時に活用するロボットの研究開発にオープン・イ

ノベーションを活用して行う。また、それらの実証実

験も県内で実施するというのが神奈川県の政策である。

その取り組みとして2つあげられる。第一に、内Ir

奈川県版オープン・イノベーション」である。これは、

上記課題の解決に資するよう、ロボットの研究開発を

推進するために構築された体制である。具体的には、

ロポット研究会を設置し、その研究会で研究開発を実

施している。研究会では、ロボットの具体的なイメー

ジや必要としている技術を県のHPに公開し更なる企

業の参画を求めている。そして、そこで開発したロ

ポットの実証実験を実施するために「きがみ産業ロ

ポット特区」を設置し、この特区に企業を誘致するこ

とで、早期の実用化を計画している。

第二に、「神奈川県~ R&Dネットワーク構想Jであ
る。これは、「神奈川県版オープン・イノベーションJ
に参画する中小企業を増加させるために、大企業や研

究所から中小企業に技術移転を行うもので、中小企業

と大企業、研究所とのマッチングを実施している。

(5) 神奈川県川崎市

川崎市は、戦後京浜工業地帯の主要な都市の lつと

して栄え、製造業が産業の中心であった。しかしなが

ら、現在は、グローパル化の進展や産業構造の変化に

より、製造業から知識労働へと主要産業が変化してい

る。一方、市内中小企業を取り巻く環境は悪化し、大

企業ではほとんど使用されていない特許をどのように

活用するのかが課題となっている。

この様な中で川崎市の取り組みは4つあげられる。

第一に、「知財交流会Jである。これは、大企業の
特許や技術、ノウハウなどを中小企業に移転するため

にマッチングを実施することである。大企業は、ほと

んど使用されていない特許のライセンスや売却ができ、

中小企業は元々弱い研究開発力を補うことが可能にな

る。

第二に、「試作開発促進プロジェクトJであるo こ
れは、製造業分野の中小企業と大学の産学連携である。

ただこれは、一般的な大学と企業との連携だけでなく、

大学の要求に応じて中小企業が製品(試作品)を製作

するという内容に特徴があるo 大学と企業との連携を

容易にするために冊子を作成し、そこに企業が持って

いる技術や強みなどを記載し、それを公開することに

より、大学側も具体的に企業の技術や特鍛を理解する

ことができ、大学が求める試作品の開発につながって

いく。

第三に、「かわさき起業家オーデイションJである。
これは、企業のスタートアップ支援で、起業家が考え

たビジネスプランを発表するイベントである。公開会

場で実施することで、参加している関係者からの

フィードパックがより良いビジネスプランを考えるア

ドバイスになり、スタートアップ支援のための重要な

出会いの場となっている。

第四に、 fKINGSKYFRONT Jの開発プロジェク
トであるo これは、ライフサイエンスと環境分野に取

り組んでいる研究所の誘致やインキュベーション施設

の整備により、この分野の新しい研究開発拠点を形成
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することで、オープン・イノベーションにより研究開

発やベンチャー企業の創出をめざしている(川崎市

2016b p. 106)。

(6) 京都府

京都府は、京都府精華町に建設され2010年に閉館し

た私のしごと館が国から無償譲渡されたことに伴い、

この施設をどのように活用するのかが大きな課題で

あった。京都府内には大学や研究機関が数多く立地し

ているが、そのほとんどは京都市内に集中している。

ただ京都市内では、こうした機能を拡大できる用地は

ほとんど残されていなし凡そこで京都府では、|剥i国学

術研究都市の核となる新たな研究開発拠点としてこの

施設を活用することにし、「けいはんなオープンイノ

ベーションセンター (KICK)Jとして整備すること
を決めた。

KICKでは、今後の発展が期待される健康・医療分
野、再生可能エネルギー、農業、文化のアーカイプ化

や教育を研究開発する施設と位置づけられた。これら

4つの分野の研究開発を推進するために、企業に加え、

京都大学や理化学研究所などと連携し、施設の整備を

進めるとともに、共同研究開発を実施している。

(7) 静岡県浜松市

浜松市は、輸送機器産業の製造品出荷額等の比率が

20%以上を占めており、この産業の拡大によって、関

連企業が集積してきた(浜松市 2003から浜松市

2007)。

しかしながら、グローパル化の影響により製造拠点

が市内から海外に流出していることやリーマンショッ

ク等により、製造品出荷額等は、 2007年の3兆2257億

円から2014年の2兆58億円と 1兆円以上減少している

(浜松市 2017)ロこのままでは、経済基盤は縮小を続

けることが確実であり、産業比率の高い輸送機器産業

以外に新たな産業を振興するための研究開発が必要で

あった。

そこで、「はままつ産業イノベーション構想Jを策

定し、 6つの分野で新産業として振興すべきものを定

めた。それぞれ、「次世代型輸送用機器産業j、「健

康・医療J、「新農業」、「光・電子Jr環境・エネル
ギー」、「デジタルネットワーク、コンテンツjである。

これらの産業を振興するためにオープン・イノベー

ションの支援を行っているが、具体的な取り組みは、

2つあるo

第一に、オープン・イノベーションを実施するため

の拠点を設置することである。これは、既存の大学や

研究所でオープン・イノベーションを実施する施設を

定め、そこを拠点に行う (2017年9月現在で候補先と

して静岡大学、浜松医科大学、光産業創生大学院大学

があげられている)。この拠点を整備することで、大

学や企業がイノベーション創出のための議論や新技術

や新製品の共同研究開発を行う場所を生み出すことが

できる。

第二に、「オープン・イノベーションフォーラム」

であるo ここでは、大企業と中小企業の共同研究開発

により新技術や新製品の開発を目指すことを目的に、

マッチングイベントを開催している。

(8) 兵庫県神戸市

神戸市は、政令指定都市で2番目に大学・短期大

学・高等専門学校の数が多いにもかかわらず、大半は

卒業後の就業を機に市内から他都市へ流出している

(中川、伊藤、足立 20日 pp.8-21)。これは、学生が

望んでいる雇用形態と企業の認識にギャップがあるこ

とが大きな原因である。こうした事態に対応し、市内

で魅力的な雇用環境を生み出すために間接的なスター

トアップ支援を実施している。間接的とは、スタート

アップ企業が事業を拡大する際に、市内の中小企業と

共同することができるよう既存の中小企業を支援する

ことである。間接的なスタートアップ支援を実施して

いるのが神戸市のオープン・イノベーションであり、

これには、 2つの事業がある。

第一に、「神戸市オープン・イノベーション促進補

助金」である。これは、スタートアップ企業とのオー

プン・イノベーションに取り組む地元の既存の中小企

業に対して交付する補助金である。スタートアップ企

業の成長期の販路拡大には他企業との連携も重要であ

り、そのために、地元中小企業を活用するという目的

がある。

第二に、「オープンイノベーションプログラム『神

戸オープンアクセレーターJJであるo これは、神戸
市近郊にある地元企業とスタートアップ企業とのマッ

チングイベントで、両者のマッチングにより新事業を

創出する狙いがある。

(9) 福井県

福井県は、製造業が製品出荷額等と雇用の4分の l

以上を占めている。その基幹産業が2012年まで事業所

と従業員数の減少が続いていた(福井県 2016)。

福井県の経済を活性化させるためには、製造業の振

興が不可欠であり、付加価値の高い製品を提供するこ

とや競争優位な技術を持つことが重要である。そのた

めに、県内のものづくり企業の技術開発と事業化を組

織的に支援する目的でオープン・イノベーションを実

施している。そして、その目的を達成するために「ふ

くいオープン・イノベーション推進機構 (FOIP)Jを
設立したが、この機構の取り組みは3つあげられる。

第一に、人材データベースの構築であるo これは、

県内に立地している大学や高専、研究機関に在籍して

いる研究者をデータベース化し、企業に派遣すること
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である。データベースを作成することで企業が求めて

いるニーズに合った人材を派遣することができ、企業

がスムーズに研究開発を実施することが可能となる。

第二に、共同研究開発の促進である。 FOIPが共同
研究開発を推進するために、運営や資金面でサポート

をしている。これによって、研究開発を推進する際に

障害となる資金や運営の課題の解決につながる。

第三に、技術営業である。これは、研究開発をした

後、新たな製品を事業化するために商談などの支援を

実施することである。研究開発を促進して新たな技術

や新製品を生み出すだけでなく、それをどのように事

業化するのかまで支援することで研究開発から事業化

まで一体として進めることができる。これらの3つは、

共同研究開発を核として推進されている。

側福岡県北九州市

北九州市は、製造業の興隆によって九州第一の産業

都市となった。しかしながら、産業構造の変化やグ

ローパル化の進展により製造業が衰退している。その

影響を市内の他産業の企業も受けており、経済が停滞

している。また、地元企業へのアンケート結果による

と、成長分野を育成に向けた、新事業を行うために必

要なスキルやノウハウを持っている人材がいないこと

が課題となっている(北九州市 2012pp.2-23)。

そこで、具体的なビジネスモデルや今後の研究開発

を実施するために、北九州市オープンイノベーション

ネットワーク (KOINE)を作成した。ここでは、複
数の研究会が集まり具体的なビジネスモデルや新技術

の開発を推進するための研究会を設置し、研究活動を

実施している。また、研究会同士の情報共有を深化さ

せ、異分野や異業種の分野融合的な取り組みを推進し

ている。これは、研究会だけで共有する情報にするの

ではなく、 KOINE加盟企業にも結果を還元し、企業
のビジネス拡大をサポートしようというものである。

これらにより、企業が新事業を任せられる人材がいな

くても情報やビジネスモデルを検討することが可能と

なる。その他に市内以外の企業との研究開発に関する

情報共有も引き受けている。

。1) 福岡県福岡市
福岡市は、九州経済の中心地として繁栄しているが、

本社機能を市内に有する企業が少ないため支JiS経済で
あるc また、市内から福岡空港が近いため利便性は高

いが、その影響で一定以上の高さの建物を建築できな

いこともありオフィスの空室率が低く、市内での企業

規模の拡大が難しくなった企業が市外へ流出していた。

これらの課題を解決するために支庖経済からの脱却

を掲げ、 2012年に「スタートアップ都市ふくおか宣

言Jを行った。これは、本社機能がない福岡は企業誘
致にとどまらず、スタートアップ企業を促進し、本社

を集積させようという考えによる。翌年の2013年には

「福岡市グローパル創業・雇用創出特区」として、国

家戦略特区に認定された。スタートアップ支援は、企

業規模によって分類されており、「創業機運の醸成J、
「創業検討期」、「立ち上げ期」、「成長期Jに分かれる。
「創業機運の醸成Jは、起業に興味を持ってもらえ
るように小中学生で授業を実施するなども行っている。

「創業検討期」は、創業支援窓口やスタートアップカ

フェなどで相談ができるように準備されている。「立

ち上げ期Jは、雇用労働に関する相談や特区の税制や
規制緩和の優遇策を受けることができる。

このうち、オープン・イノベーションを活用して支

援するのは、「成長期Jの「フクオカ・スタートアッ
プ・セレクションJである。これは、既存の中小企業
と技術やアイデイアを持ったスタートアップ企業のビ

ジネスマッチングを行うもので、スタートアップ企業

の販路拡大や事業拡大だけではなく、既存の中小企業

の事業展開を促進する目的がある。また、これらの支

援は福岡市中心部の天神にあった旧大名小学校をリノ

ベーションした fFUKUOKAgrowth nextJに集約
して進められている。

(12) 三重県松阪市

松阪市では、多くの若者が就職や進学を機に市外に

流出している。また、松阪市内の産官学金の連携は

20日年で5件、企業誘致の件数は2015年で3件であっ

た(松阪市 2017ap.54)。一方、他都市と同様に市内

に立地する中小企業の現状は苦しく、後継者不足や人

口減少などの中でどのように販路拡大するのかが大き

な課題であった。そこで、市内経済の活性化のために

中小企業の振興をオープン・イノベーションで実施し

ようとしたが、市内に集積しているリソースだけで実

施するのは難しい。

このため、 2016年に松阪市役所、松阪商工会議所、

松阪北部商工会および松阪西部商工会がリンカーズ

(株)と「産業連携に関する協定Jを締結し、リン
カーズ(株)の提供するサービスである fLinkersJ
を市内自治体が利用できるようになった。 fLinkersJ
とは、大手製造業から出される技術探索依頼を中堅、

中小、スタートアップ企業の技術とマッチングさせる

サービスである。これは、ものづくりの分野に特化し

ており、共同研究開発も実施している。これにより、

市内中小企業は販路拡大や新製品の開発などが実施で

きようになった。

2 地方自治体の取り組みのまとめ

以上、大分県から三重県松阪市まで、 12の自治体の

オープン・イノベーションの取り組みを定義、背景、

目的、手段と目標を意識して紹介した。これらの取り

組みには共通するものも多く、それを簡潔にまとめた
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表 1 自治体のオープン・イノベーションの取り組み

自治体名| 定義 | 背最 目 的 手段と目標

人口減少と高齢化事の上 県内課題解決のため、 SENQ(セ
大分県 |県内のリソースを!日いて1ft・ 県内諜題解決のために必ンク)とマッチングを開催

共同開発研究を実施 I第4次産業革命への対応 要な技術の共同開発研究 県内のリソースを増加させるため
に企業誘致

中小企業に対する知的財 府内中小企業の販路拡大のため海

産のサポート 大企業から中小企業への 外企業と中小企業のマッチング

大阪府 |中小企業と海外企業、失 失業者の増加 知財・技術移転 企業の人材を目利きする力をIIi]J二

業者と中小企業のマッチ 知的財産の量要性の向上 中小企業の販路開拓と人 』せるためL失業者と企業のマッ

ング 材育成ノウハウの向上 チング
知財のサポートをするために、知

的財産戦略指針の策定

大阪府 |組織や人材の雌適な組み|大阪市経済の地盤沈下 |エコシステム形成のため|スタートアップ企業の販路拡大の

大阪市 |合わせを実現する |グローバル化の進展 |のスタートアップ支援 ための大企業とのマッチングイベ
ントの開催

高齢化社会に対応したロポットを

神奈川県|高齢化社会に活用できる|今後の急激な高齢化率の|県内謀題解決のための共 I作成.する市ために研究会でロポット
ロポットの研究開発 |上昇 |同開発研究 |技術の研九

中小企業への技術移転のため大企

業と中堅、中小企業のマッチング

知財の活用、促進による 中小企業の経営の環境悪 大企業から中小企業への
神奈川県|中小企業の活性化 化 知財・技術移転 中小企業への技術移転のため大企

川崎市 |起業家の創出とスタート 大企業の使用されていな ベンチャー企業による経 業と中小企業のマッチング

アップ企業の育成 い休眠特許の活JtJ 済の活性化 起業家オーディションの開催

京都府
新産業側Lした研究1m 新産業創出のための共同 施設内で研究開発を実施するため

|発の実施 旧私のしごと館の活用 研究開発 にけいはんなオープンイノベー

ションセンター (KICK)の開設

産業の空語iJ化

静岡県 |新聞成ω の研究特定産業(吋器産 共同研究開発を実施するために大

浜松市 開発の実施 業)への依存解消 共同研究開発 企業と中小企業のマッチング

地域経済の地盤沈ード

兵庫県
スタートアップ企業の

|マッチング先と
就職を契機とした大学生

スタートアップ企業の販路拡大の

神戸市 の市外流m スタートアップ支援 ため中小企業とのマッチング、共-

企業支援 同研究開発の促進

ふくいオープン・イノベーション

福井県
|製造業振興のための共同|地場開'II，C.とした製|

推進機構 (FOIP)の設立

研究開発支援体制の構築造業の低迷 共同研究開発 |企業への研究者の派遣

共同研究開発への支援と事業化の

推進

北九州市オープン・イノベーショ

ンネットワーク (KOINE)の構

北九州市 ビジネスモデルの作成 市内企業の低迷 |共附開発
|築加盟企業の成長をサポートするた

め研究会による情報交換やピジネ

スモデルの検討

福岡県 |スタートアップ企聾主観 |五日i附打破するため
起業家育成システムの構築とス

福岡市
のためのマッチング 桶岡本社機能の創m、育 スタートアップ支援

タートアップ企業の販路拡大のた

成
めの大企業とのマッチングイベン

ト

三重県 |市内企業と大手製造業と l地域内迎携をでき叫l |市内企業の販路拡大町ため

松阪市 のマッチング が市内に少ない 知財・技術移転 iLinkersJを利朋した大手企業と
のマッチング

各地方自治体の資料から筆者作成
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表2 自治体のオープン・イノベーションの目的

目 的

スタートアップ支援

共同研究開発

知財・技術移転

ものが表1である。

次に、地方自治体のオープン・イノベーションをよ

りわかりやすくするため、その目的により類型化を行

う。その際、目的に着目した理由は、背景や課題は地

域により異なるため類型化が難しいことに加え、地域

産業政策は、その目的に合わせて講じられることによ

る。なお、自治体によって目的は複数である場合も多

いが、ここでは各自治体の目的の中から主要なものを

取り上げ表2として整理している。

表1と表2から理解できるように、自治体がオープ

ン・イノベーションを謡って進めている政策や事業は、

従来から自治体が諜題として認識し、実施している地

域産業政策と必ずしも大きな違いがあるわけではない。

例えば、今回紹介した多くの自治体が実施している

マッチングは、オープン・イノベーションが誕生する

前から地域産業政策として実施されており、従前の

マッチングとオープン・イノベーションのマッチング

に大きな違いは見受けられない。また、スタートアッ

プ支援も自治体によっては、以前から実施されてきた

政策である。

それでは、一体なぜ政策の内容がそれほど変化して

いないにも関わらず、地域産業政策の分野でオープ

ン・イノベーションという言葉が使用されるように

なっているのであろうか。

これを考察するにあたって、京都市の新産業振興の担

当者にヒアリングを行ったところ、以下のような説明

があったの。

第一に、リーマンショック以降の景気の悪化によっ

て、税収が低下し、行政の予算が厳しくなったため、

地域産業政策の分野でも、従来一般的であった融資制

度や経営相談窓口からの見直しが求められるように

なった。

第二に、そのような厳しい財政事情の中での予算配

分であるため、投資リターンを以前よりも般格に審査

されるようになった。

第三に、第一と第二の状況に加え、グローパル化や

技術革新が急激に進み、より自治体のリソースだけで

地域産業の振興を図ることが、難しくなったため、民

間のリソースも含めて活用することが重要であると認

識が変化した。

第四に、国や省庁の政策でオープン・イノベーショ

ンが重視され、予算に反映されていることが後押しに

自治体名

大阪市、神戸市、福岡市

大分県、神奈川県、北九州市、京都府、浜

松市、福井県、松阪市

大阪府、川崎市、松阪市

筆者作成

なっている。

これらの指摘は、京都市独自の事情ではなく京都市

以外の自治体でも同様であるとの仮説を持ち、福岡市

と大阪市ヒアリング調査を実施した。

3 地方自治体のオープン・イノベーションに対する

ヒアリング

地方自治体の地域産業政策としてのオープン・イノ

ベーションについて明らかにするために福岡県福岡市

と大阪府大阪市にヒアリング調査を実施したが、この

2市を選択した理由は3点ある。

第一に、オープン・イノベーションに対する一般的

な批判として、大企業が採用できる経営戦略であり、

中小企業やスタートアップ企業では難しいということ

があげられる。この理由は、企業規模が大きいほど、

オープン・イノベーションを実行する際に重要な知的

財産やコア技術も多く保有している場合が多いからと

言われている。こうしたオープン・イノベーションに

よる中小企業の不利を補完するために地方自治体の

オープン・イノベーションは中小企業支援対策として

行われている。ただ、オープン・イノベーションを自

治体が地域産業政策として実施するには多くのリソー

スが必要である。大都市の方が小規模な自治体よりも

豊富で多様な物的、人的リソースが集積している。こ

のため、本稿では調査対象都市として、小規模な自治

体ではなく政令指定都市を取り上げることとした。

第二に、目的別に分類した表2に着目するとオープ

ン・イノベーションではスタートアップ支援が主要な

目的の lつであるo 大阪市と福岡市のオープン・イノ

ベーションは、共にスタートアップ支援に分類される。

同様の目的を持ち、マッチングを実施しているという

共通点があり、比較が行いやすいと考えた。

第三に、スタートアップ支援の実施方法として岡市

ともに拠点をベースに推進していることがあげられる。

大阪市は大阪駅に隣接するグランフロント大阪施設内

にOsakaInnovation Hubを設置し、福岡市は旧大名

小学校を Fukuokagrowth nextとしてリノベーシヨ

ンし、スタートアップ相談を受け付けるカフェなどを

開設した。

これらの共通項がある自治体を調査対象として取り

上げ、地域産業政策としてオープン・イノベーション

を実施している背景をヒアリング調査から明らかにす
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ることは、地方自治体のオープン・イノベーションの

研究を進めるうえでも参考になると考えられる。

(1) 大阪府大阪市の事例3)

大阪市は、オープン・イノベーションをスタート

アップ支援とそのためのマッチングとして位置づけて

いるD

最終的なミッションはイノベーションのエコシステ

ムを構築することである。これは、起業を増加させる

ため、起業家を既に成功した起業家やベンチャーキャ

ピタル、大企業のメンターが育成、支援し、 IPOや

M&Aに結び付けるシステムを指す。この成功企業が

必ずしも大阪市に立地して税収増加に貢献しなくても、

「メンターJとなり起業家を育成する立場になって貰
うことによる貢献も視野に入れているD こうしたこと

から、 OIHでエコシステム構築のためスタートアッ

プ支援のイベントや大企業とスタートアップ企業との

マッチングなどを実施しているo

マッチングイベントは、年に4回程度実施しており、

マッチングの成功率や実施後どの程度商品化に至った

かについては明らかではないが、 2014年に(株)サン

スターがオーラルケア関連製品の実現に向けて必要と

される技術募集を行った際には、 42件の提案があり、

その中の9件が最終面談に残った(大阪市 2014p.5)。

マッチングイベントの時に注意を払っているのは、

競合他社が来ないようにという配慮である。また、最

近では、大企業がスタートアップ企業のプレゼンを聞

き技術提携などを模索するものだけでなく、大企業が

求める技術をスタートアップ企業に一定程度公開する

イベントも開催され始めている。

マッチングイベントを行う理由として、大阪府内に

存在する商い技術力を持った中小、スタートアップ企

業の技術を生かせていないのではないかという問題意

識、大企業が自社のみで新しい製品を開発するのが難

しくなったこと、企業連携の相手先を lつの会社で探

すのは難しいこと、一般的に大企業の力が強く交渉し

にくい現状を踏まえ行政が聞に入ることによって、そ

れを軽減するということがあげられる。

課題は、イベントの数が年に4回程度と少ないこと

である。これを打開するためには企業からの要望を待

つだけではなく、自治体から積極的に企業を訪問、開

拓することなども考えられている。

以上の調査から明らかになったことは、大阪市の

オープン・イノベーションはスタートアップ企業と大

手企業とのマッチング事業と位置づけられ、スタート

アップ企業支援のためのエコシステムの構築を目的と

していることであるペスタートアップ企業を最終的

には IPOや M&Aさせたいとの考えや、大企業との

マッチングから理解できるように、大阪市のオープ

ン・イノベーションは大企業を活用したものである。

また、これまでの自治体の地域産業政策として一般

的であった、企業誘致でその自治体内に立地させるこ

とで税収増加を図ることを必ずしも最終日的とせず、

エコシステムの「メンター」になって貢献してもらう

という視点も新しいといえる。

(2) 福岡県福岡市の事例5)

福岡市の地域産業政策の大きな目標は、支庖経済か

らの脱却にある。これは、福岡市の中長期目標とも連

動しており、中期目標では、スタートアップ企業と

マッチングできる企業を増加させるために企業誘致を

進めている。この|焼、全方位的に企業を誘致するので

はなく、知識労働型産業がその他の産業と50%ずつに

なるように調節している。これは、スタートアップ企

業に多い IT産業とコラポすることを念頭に置いての

考えである。

最終的な目標は支応経済からの脱却であるため、起

業促進により誕生したスタートアップ企業が市内に本

社を構えることを目標にしている。このため、これま

で複数の場所にあった創業支援場所を、スタートアッ

プ企業の支援をー負・として総合的に実施するために

rFUKUOKA growth nextJを開設した。
創業から成長期の企業支援策であるマッチングイベ

ントは、年に l回東京か福岡市内で開催しており、約

300社が集う大規模なものである。また、マッチング

で多いのは、スタートアップ企業と大企業で、これは

スタートアップ企業の弱みである資金や販路拡大を補

完するためである。オープン・イノベーション政策を

実施する理由として、 2つある。

第一に、自治体のリソースだけでスタートアップ企

業の支援を行うのは限界があるため、オープン・イノ

ベーションで大企業や他のリソースを活用する。

第二に、スタートアップ企業の弱みである資金調達

が、大企業やベンチャーキャピタルとのマッチングイ

ベントを開催することで可能となる。

マッチング率を上げるために、参加企業のカテゴ

リーや技術などを説明した PRボードを作製し、展示

する。このボードに来場者が交渉したいステッカーを

貼り、交渉を実施することができるc これによって、

ブースを回る時間が短縮され、効率よくマッチングを

行うことが可能となる。

以上の調査から編附市のオープン・イノベーション

は、アジアに開かれた国際都市を目指す福岡市が、支

府経済からの脱却を図るために、起業の促進と、ス

タートアップ企業を支援し、大企業や他のリソースと

マッチングさせることにある。この際、大阪市と明確

に異なる点は、本社を福|河市内に立地させようと考え

ていることである。福岡市は2013年に「福岡市グロー
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パル創業・雇用創出特区Jとして国家戦略特区に認定
されており、スタートアップ企業の支援やそれに関連

する政策が実施しやすい環境も整えている。

V 地域産業政策としての

オープン・イノベ、ーション

以上の考察から、地方自治体において地域産業政策

としてオープン・イノベーションを取り上げる理由を

整理すると、 5つの項目があげられる。

第一に、地域産業政策を実施する地方自治体の財政

事情が厳しくなってきたことがあげられる。人口減少

と地域経済の停滞より、歳入の大幅な伸びが期待でき

ないことや高齢化率の増加によって社会保障の分野で

支払う歳出が増加することなど、自治体の財政事情は

今後とも厳しさを増していく。

第二に、財政事情が厳しくなる中で、地方自治体が

単独で地域産業政策を実施することは難しく、他の外

部リソースを活用して地域産業の活性化を図ろうとい

う視点を持つことになったことがあげられる。この中

心的な事業が、マッチングといえる。過去と比較して

地域産業を担う主体やリソースが多様化する中で、地

方自治体の地域産業政策は、これらをどのようにコー

デイネートするかが極めて重要になってきているとい

えるo

第三に、国や省庁がオープン・イノベーション後押

ししていることが自治体の地域産業政策にも影響して

いる。例えば、政府の rr日本再興戦略』改訂2014ー
未来への挑戦一Jでは、「企業が行き過ぎた技術の自
前主義・自己完結主義から脱却し、機動的なイノベー

ションを目指すオープン・イノベーションを強力に推

進するための環境整備を図るJとして、大学や研究開
発法人と企業との共同研究開発の件数を 5年後に30%

増加させると言及している(首相官邸 2014p. 57)。

その後、作成された「日本再興戦略2016一第4次産

業革命に向けて-Jは、第4次産業革命下で経済成
長させるためにはオープン・イノベーションが重要課

題であると位置づけている(首相官邸 2016p.3)。

経済産業省では平成26年度 (2014年度)補正予算で

18億円を地域オープン・イノベーション促進事業に計

上している(経済産業省 2014p. 1)。事業目的として

「地域のものづくり企業の研究開発を支え、新分野へ

の転出を促す観点Jから 3つ政策を実施しているが、
その 1つが「戦略分野オープン・イノベーション環境

整備事業Jであり、「戦略分野における地域プロック
問の広域連携促進のためJ公設試験場の整備に補助金
を出す(経済産業省 2014p.1)白この様に、単一の省
庁だけでなく、首相官邸や経済産業省など様々な計画

や補助金を準備しているため、地方自治体もオープ

ン・イノベーションを積極的に地域産業政策に取り入

れるようになってきた6)。

第四に、オープン・イノベーションを企業だけに任

せておくと、大企業がより有利になり、情報や人材、

資金等の資源が不足する中小企業やスタートアップ企

業に不利に働くことになるo 地方自治体の地域産業政

策の主たる対象は中小企業であり、地方自治体のオー

プン・イノベーションは、その不利を補完するための

ものでもある。地方自治体が実施するオープン・イノ

ベーションは、今まで主流であった金融支援や技術指

導、経営相談などに加えて、新たに生まれてきた今日

的な中小企業のニーズに対応した政策であるといえるo

第五に、中小企業のオープン・イノベーション成功

要因は協力関係にある企業同士が行うカップルド型

オープン・イノベーションであることが先行研究で指

摘されたが、これは、地方自治体の地域産業政策とし

て取り組みやすい内容である。何故ならば、中小企業

の共同事業に対する支援は、共同研究開発支援事業や

販路開拓支援などで地方自治体も長年の経験を有して

おり、オープン・イノベーションは、その応用といえ

るo

以上に述べたように、地方自治体が地域産業政策と

してオープン・イノベーションを語い、実施している

ことは、ある意味時代の流れを反映したものといえる

のである。

なお、先の類型化でも触れたが、地域産業政策とし

てのオープン・イノベーションは従来から実施してい

た政策と変化しておらず、政策の名前の新しさを求め

ただけではないのかという疑問があるかもしれない。

しかしながら、地方自治体はどのような地域産業政策

を実施していくべきか、常に検討を重ねているo そう

した中で、大企業の技術や知財を中小企業、スタート

アップ企業に移転することや、新たな販路開拓先、共

同研究開発の相手先を広く求める動きを支援すること

は、極めて重要な視点でもある。

同じく、地域産業政策として、実施したい事業に国

の資金を活用することも自治体にとって重要な視点で

あるといえる。

おわりに

本稿では、日本の地方自治体がなぜ地域産業政策と

してオープン・イノベーションを実施するのかという

背景と理由を明らかにした。

しかしながら、残された研究課題も存在しており、

このことについて触れ、本稿の結びとしたい。

第一に、着手されてからあまり時間が経過していな

いとはいえ、政策の効果を検証できていないことであ

るo例えば、ヒアリンク'調査を行った福岡市と大阪市

で共通する起業家育成の目標に対して、結果がどのよ

うになったのか十分に検証されていない。確かに、開
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業率では福岡市が政令指定都市の中で最も高い数字だ

が、開業率には、他地域からの庖舗の進出なども含ま

れており、この数字からだけでスタートアップ支援が

成果をあげているとはいえない。事業内容の一層の充

実を凶るためにも、一定期間が経過した後は、地域産

業政策としてのオープン・イノベーションの評価が必

要である。

第二に、今回は地方自治体を包括的に考察し、政策

実施の意義と背景を解き明かすことを目的としたが、

個別自治体の取り組みは、その多くが各都市の総合計

岡や分野別の計画等の資料を収集、分析したもので、

その内容について詳細な検討を行うことができていな

し、。

また、ビジネスマッチングに替わる有用な政策を提

示出来ていな "¥0

地方自治体の地域産業政策としてのオープン・イノ

ベーションは、 Vでその意義を整理したように、ます

ます感んに取り上げられていくことが予想されるので、

今後ともその動向を見守っていきたいと考えている。
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注

1) SENQ (センク)とは、スタートアップや大企業、官

公庁などの人材を集め、オープン・イノベーションを実

施させるためにビジネスイベントやマッチングを開fmし
ているオフィスのことである。

2) 2017年10月13日、京都市産業観光局新産業振興11¥担当

係長へのヒアリング内容。

3) 2017年11月7円、経済戦略立地交流促進部担当係長へ

のヒアリング内容。

4) 大阪市では、以前からビジネスマッチングとして「ピ
ジネスチャンス倍哨プロジ、エクト(倍プロ)Jが実施さ

れている。倍プロとは、人脈を持つ企業 OBが大阪市

内企業の製品や技術をヒアリングし、企業・に故適な事業

パートナーや取引先をマッチングする支援である。情プ

ロを運営しているのは、大阪市産業創造館(産創館)で

ある。産創館の事業対象は、大阪市内中小企業と市内創

業予定者である。その中で重点対象に指定しているのは、

「成長意欲が向く、チャレンジする中小企業Jで、従業
員数20-50名の経営革新の取り組みやすい企業とものづ

くり企業であるとしている。ここには、スタートアップ

企業はほとんど対象には含まれておらず、 OIHが実施

しているマッチングと異なる。

5) 2017年11月6日、福岡市総務企岡調整部企阿担当係長

へのヒアリング内容。

6) この他にも、文部科学省は、まず、 2009年度科学技術

白書地初にオープン・イノベーションと類似の「イノ

ベーションのオープン化Jが登場する。その後、 20日年
度以降は、すべての白書で登場している。特に、 2017年

度の白書は、オープン・イノベーションを「技術を求め

る組織と、技術を持つ組織が出会い、新しい価値を創造

するための手段」であるとし、あるいは、「お互いの弱

い部分を補いあえる相手を探す一種のマッチングイベン

トなどJと理解できると記載している(文部科学省
2017 p.27)。その中で、研究開発機関や大学が果たす役

割は大きいとしている。次に、科学技術基本計岡を確認

すると、第4期と 5期で登場している。第4JUJは、オー

プン・イノベーション推進のために産学官辿携と協働の

ための「場Jが必要なことを指摘している。
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